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概要
本研究は産前産後の女性に対する地域ケア
サービスの利用動向を「援助を必要とする人が
利用しているか」という観点から実証的に検討
した。山梨県笛吹市にある健康科学大学産前産
後ケアセンターの利用動向についてアンケート
調査を行い、その調査結果を統計学的に解析し
た。Andersen の 行 動 モ デ ル（Andersen & 
Davidson、2007）が想定する複数の要因につ
いて、傾向スコアマッチングによって背景情報
を調整したうえで、サービスの利用の有無に対
する影響を 2 項ロジスティック回帰で分析し
た。その結果、分析を行った全ての要因が統計
学的に有意でなかった。このことから、援助を
必要とする妊産婦が産前産後ケアサービスを利
用していない可能性が示唆された。
キーワード
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ロジスティック回帰
1．はじめに
子育て支援に関わる事業所が地域に存在して
いるからといって、援助を必要とする人が、そ
れらの事業所が提供するサービスを利用してい
るとは限らない。例えば、産前産後ケアサービ
スの利用状況について子育て中の女性 500 人に
尋ねたインターネット調査（井梅、2017）によ
ると、育児相談の利用が「一度もない」「ほと
んどない」と回答した割合は合わせて 87.0%
だった。また、子育て支援センターの利用動向
について行った調査（今井・伊藤、2019）にお
いても、調査対象となった 661 人のうち、セン
ターを利用した人は 13.2% に留まっていた。
子育てについて悩みがある時、他者に相談
し、援助を求める行動を取ることは容易ではな
い。一般に、独力で解決が困難である場合、他
者に援助を要請することは合理的行動だと考え
られる（DePulo、1983）。しかし、悩みや困難
を抱える人にとって、他者に援助を求める行動
は困難である。その理由として、他者から援助
を受けることが自尊感情への脅威につながり
（Fisher, Nadler, & Whitcher-Alanga、1982）、
周囲からの否定的評価につながる可能性が指摘
されている（Graham & Barker、1990）。援助
要請を回避する傾向の高い人は、悩みが深い場
合でも援助要請を行うことができず、こうした
傾向は生涯を通じて変わりにくい（永井、
2013）。場面想定法を用いた実証分析でも、深
刻度が高いほど援助要請の必要性を過小評価す
ることが示されている（遠藤・石川・倉澤、
2019）。
このような傾向は各種ケアサービスの利用に
も影響を与えている。今井・伊藤（2019）によ
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ると、情報を多く保有している人ほどケアサー
ビスの利用率が高く、また、援助要請の意図が
高いほど利用率が高かった。しかし、ストレス
状況や孤立状況にあるかどうかは利用率に影響
していなかった。このことは、高ストレス状況
や孤立状況にあってもケアサービスを利用して
いない人がいることを示唆している。
山梨県では、県と市町村で構成する広域連合
体（山梨県産後ケア事業推進委員会）を平成
26 年に立ち上げ、平成 28 年 1 月に健康科学大
学産前産後ケアセンターを開設した。当セン
ターは、医療的ケアを必要とするほど重篤では
ないが、体調や精神に不調をきたすおそれがあ
る場合や出産後に母体の回復が十分でない場
合、また、家族の協力が得にくい場合などに妊
産婦にケアサービスを提供している。当セン
ターが提供するケアサービスは厚生労働省が発
行する産後ケア事業事例集（平成 28 年度）に
紹介されるなど高い評価を得ている（厚生労働
省、2018）。
一方、ケアサービスの利用率に関しては向上
の余地があると当センターは考えている（日経
BP、2017）。例えば、2016 年 2 月から 11 月に
当センターの滞在型ケアを 138 人が利用した
が、これは山梨県内の年間出生数の 2.4 ％でし
かない（日経 BP、2017）。産後うつの発症率
は 10% 前後と推定されており（厚生労働省、
2013）、当センターは援助を必要とする人の多
くがケアサービスを利用していないのではない
かと懸念している。
本研究は当センターが提供するケアサービス
を「援助を必要とする人が利用しているか」、
実証的に分析する。山梨県内の市町村を通じ
て、ケアサービスの潜在的な利用者である妊産
婦を対象に実施したアンケート調査の結果を用
いて、当センターの利用に影響を与える要因に
ついて統計学的に分析する。アンケート調査で
は、医療サービスの利用行動をモデル化した
「Andersen の行動モデル（Behavioral Model 
of Health Use）（Andersen & Davidson、
2007）」に準拠して質問項目を設定した。An-
dersen の行動モデルは医療行動に影響を与え
る要因を、個人の属性である「素因（Predis-
posing Characteristics）」、医療サービスの利用
環 境 で あ る「 促 進 要 因（Enabling Resourc-
es）」、医療サービス利用の意向と専門家による
必要性の判断である「ニーズ要因（Needs）」
に分類し、医療サービスの利用に至るまでの過
程を「素因→促進要因→ニーズ要因」の 3 段階
にモデル化している（図 1）。医療サービスの
利用行動についてこれまでに行われた実証分析
では、素因として年齢、婚姻状況、性別、教育
図 1　Andersen の行動モデル（（Andersen & Davidson、2007）に基づき筆者が作成）
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歴、エスニシティなど、促進要因として収入、
健康保険加入状況、医療機関へのアクセシビリ
ティ、社会的・情動的サポートなど、ニーズ要
因として専門家による診断、当事者の主観的な
健康状態の把握などが独立変数として用いられ
てる（Babitsch, Gohl & Lengerke、2012）。本
研究が行ったアンケート調査においても、同様
の項目について尋ねた。
本研究は Andersen の行動モデルが想定する
3 つの要因のうち、ニーズ要因に特に注目して
アンケート調査の結果を統計学的に分析する。
産前産後に悩みや困難を抱え、ケアサービスに
対するニーズがある場合、潜在的利用者が合理
的であるならばケアサービスを利用するはずで
ある。本研究では、様々な背景状況（素因や促
進要因）を調整した上で、ニーズとケアサービ
スの利用に関連があるか、アンケート調査で得
られたデータを用いて統計学的に分析する。
以下の構成は次のようになっている。まず、
アンケート調査の方法および結果の分析方法に
ついて説明する。次に、統計的分析の結果を示
す。本研究では、傾向スコアマッチングで背景
情報を調整し、複数のニーズ要因について、そ
れらの要因が産前産後ケアセンターの利用に影
響を与えているか 2 項ロジスティック回帰分析
を用いて分析する。最後に、分析結果を踏まえ
て、援助を必要としている人にサービスを届け
る方法と今後の研究課題について考察する。
2．アンケート調査方法と分析方法
2.1　調査方法・回答者数
2018 年 12 月から 2019 年 2 月まで、山梨県
の福祉保健部健康増進課を通じて県下 25 の市
町村に、付録に示した質問紙を配布した。質問
紙では、Andersen の行動モデルにもとづき、
素因として「年齢」「子ども数」「妊娠前の仕
事」、促進要因として「同居家族の有無」「家
事・育児のサポートを頼める人の数」「出産・
子育ての心配ごとを相談できる人の数」、ニー
ズ要因として「産後 4 ヶ月の主観的健康状態」
「妊娠・出産期に関連する疾患の罹患」「乳幼児
健診の受診状況」について尋ねた。各市町村が
実施する乳幼児健診の会場でこの質問紙を配布
し、1,065 票を回収した。
2.2　分析
本研究が行う統計学的分析では、全ての調査
項目に回答した 663 票をサンプルとした。結果
の統計学的分析は次の手順で行う。
まず、調査項目（以下、「変数」という）の
関連性を確認するために、「日帰りサービスの
利用状況」および「宿泊サービスの利用状況」
を目的変数、ニーズ要因である「産後 4 ヶ月の
主観的健康状態」「妊娠・出産期に関連する疾
患の罹患」「乳幼児健診の受診状況」を説明変
数として 2 項ロジスティック回帰分析を行う。
次に、背景情報を調整して分析を行うため
に、傾向スコアマッチングによってサンプルを
絞る。Andersen の行動モデルでは、素因と促
進要因として複数の要因が医療サービスの利用
行動に影響を与えると考えられている。傾向ス
コアによる解析とは、このような、潜在的に交
絡要因となる様々な共変量を、ロジスティック
回帰分析やプロビット分析で計算した割り付け
変数への所属確率を求め、傾向スコアという一
つの合成変数に縮約（一元化）する。そして、
その傾向スコアを基準にして交絡因子の影響を
除去するマッチングや層別解析などを行う手法
である（大林、2016）。通常の調査では因果効
果を検討したい変数への割り付けを研究者がコ
ントロールすることができないため、共変量調
整を行う必要がある。共分散分析や回帰分析な
どは統計的共変量調整の方法として頻用されて
いるが、共変量から目的変数への関数関係の指
定を誤る可能性がある点や、推定された回帰係
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数は因果効果と等しくならないなどの問題点が
あると指摘されている（星野・岡田、2006）。
こうした問題点を回避する手法として、統計的
調整ではなく、マッチングを用いた共変量調整
のひとつとして傾向スコアの利用が推奨されて
いる。傾向スコアは共変量を割り付け変数に回
帰して一つの変数に縮約できるため、マッチン
グや層別解析を行う際に統計的共変量調整に伴
う問題が生じない点が優れている（星野・岡
田、2006）。
最後に、傾向スコアマッチングで絞ったサン
プルを用いて、上と同様の 2 項ロジスティック
回帰分析を行い、分析結果を比較する。
3．結果と考察
3.1　要約統計量
各変数（調査項目）の要約統計量を表 1 に整
理した。量的変数は平均値および標準偏差、カ
テゴリー変数は度数と比率を水準ごとに記載し
た。
3.2　2 項ロジスティック回帰分析
傾向スコアマッチングによる共変量調整を行
表 1　要約統計量
平均値 標準偏差
年齢 32.4 5.2
子ども数 1.8 0.8
家事・育児のサポートを頼める人数 4.0 2.9
出産・子育ての心配ごとを相談できる人数 2.4 1.3
産後 4 か月の主観的健康状態 3.0 0.9
同居なし 同居
N % N %
同居・実父母 573 86.4 90 13.6
同居・義理の父母 579 87.3 84 12.7
同居・実きょうだい 639 96.4 24 3.6
同居・義理のきょうだい 648 97.7 15 2.3
同居・子ども 78 11.8 584 88.2
同居・配偶者 79 11.9 584 88.1
乳幼児健診の受診状況
受診した
受診して
いない
これから受診する
N % N % N %
617 93.1 12 1.8 34 5.1
妊娠前の仕事
正社員
フルタイムの
非正規
パートタイムの
非正規
就職していない
N % N % N % N %
295 44.5 55 8.3 140 21.1 173 26.1
妊娠・出産期に関連する疾患の罹患
罹った 罹らなかった
N % N %
121 18.3 542 81.7
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う前に、2 項ロジスティック回帰分析によっ
て、ケアサービスの利用の有無とニーズ要因の
関連性を確認した。「日帰りサービスの利用状
況」および「宿泊サービスの利用状況」を目的
変数とし、「産後 4 ヶ月の主観的健康状態」「妊
娠・出産期に関連する疾患の罹患」「乳幼児健
診の受診状況」を説明変数とした。分析の結果
は表 2 に示した。
「日帰りサービスの利用状況」については、
いずれの説明変数も統計学的に有意ではなかっ
た。説明変数が有意でなかったことから、健康
状態が不良であっても、あるいは妊娠・出産に
関連する疾患に罹患していても日帰りサービス
が利用されていないと解釈できる。乳幼児健診
については、これを受診していない場合には日
帰りサービスも利用していない。
「宿泊サービスの利用状況」、全ての説明変数
が統計学的に有意な正の関連を示した。すなわ
ち、健康状態が不良である人ほど宿泊サービス
を利用する、妊娠・出産に関連する疾患に罹患
した人ほど宿泊サービスを利用する、という傾
向がみられた。これらの傾向は、望ましい医療
行動がある程度実現していると解釈することが
できる。一方、乳幼児健診については、受診し
た人の方が宿泊サービスを利用する傾向にあ
る。
以上の分析は、潜在的な共変量に含まれる背
景情報が調整されておらず、交絡によって、推
定量に統計学的な偏りがある可能性がある。以
下では、この共変量調整の問題を解消するため
に、傾向スコアマッチングで絞ったサンプルを
用いて同様の 2 項ロジスティック回帰分析を行
い、分析結果を比較する。
3.3　傾向スコアマッチング
「産後 4 ヶ月の主観的健康状態」「妊娠・出産
期に関連する疾患の罹患」「乳幼児健診の受診
状況」の各ニーズ要因について傾向スコアを算
表 2　2 項ロジスティック回帰分析（n ＝ 780）
日帰りサービス利用
（1 ＝利用なし、0 ＝利用あり）
宿泊サービス利用
（1 ＝利用なし、0 ＝利用あり）
Predictor b SE
95%
下限
95%
上限
b SE
95%
下限
95%
上限
切片 -2.94 ** 1.09 -5.08 -0.80 -0.32 0.67 -1.64 1.00
産後 4 か月の主観的健康状態
　　　（1 ＝良くない～ 5 最高に良い）
0.40 0.25 -0.09 0.88 0.53 * 0.23 0.07 0.98
妊娠・出産期に関連する疾患の罹患
　　　（0 ＝罹った、1 ＝かからなかった）
-0.47 0.58 -1.60 0.67 　 0.80＋ 0.45 -0.09 1.69
乳幼児健診の受診状況：ref ＝受診した
　　受診していない 11.87 ** 0.37 11.15 12.60 12.55 ** 0.41 11.74 13.35
　　これから受診する 0.34 1.04 -1.69 2.38 -0.75 0.66 -2.05 0.54
χ2 乗値 5.08 14.18 **
-2 対数尤度 242.76 235.49
Null モデル 247.84 249.67
R2M&Z .43 .48
Cox-Snell .01 .02
**p<.01, * p<.05, ＋ p<.10
Note. b は非標準化偏回帰係数、SE は標準誤差を表す
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出してサンプルマッチングを行った。
傾向スコアは 2 値の名義水準のスコアに対し
て実施される解析であるため、「産後 4 ヶ月の
主観的健康状態」と「乳幼児健診の受診状況」
はスコアを 2 値に変換する必要がある。「産後
4 ヶ月の主観的健康状態」については、スコア
に対しカテゴリー数を 2 に指定し K-means 法
を実施し、2 群に群分けを行った。第 1 クラス
ターは標準化得点の平均値が -0.471（N=489）、
第 2 クラスターは標準化得点の平均値が 1.305
（N=174）となった。標準化得点の平均値から
第 1 クラスターを「不健康（群）」、第 2 クラス
ターを「健康（群）」と解釈し、傾向スコアの
算出に利用した（0 ＝不健康、1= 健康）。同様
に、「乳幼児健診の受診状況」は 3 水準の名義
尺度水準のスケールであったため、これを 2 値
に変換する必要があった。そこで「受診した」
「これから受診する」をまとめて「その他」と
し、「受診していない＝ 1、その他＝ 0」に変換
し、傾向スコアの算出に利用した。
傾向スコアの算出には、他の 2 つのニーズ要
因に加えて、「同居・実父母」「同居・義理の父
母」「同居・実きょうだい」「同居・義理のきょ
うだい」「同居・子ども」「同居・配偶者」「乳
幼児健診の受診状況」「妊娠前の仕事」「年齢」
「子ども数」「家事・育児のサポートを頼める人
数」「出産・子育ての心配ごとを相談できる人
数」を共変量とした。なお、「妊娠前の仕事」
は水準数を圧縮するため「正社員＝ 1、その他
＝ 0」の 2 値に変換して投入した。
傾向スコアに基づくサンプルマッチングの結
果、「産後 4 ヶ月の主観的健康状態」では 165
ペア、「妊娠・出産期に関連する疾患の罹患」
では 119 ペア、「乳幼児健診の受診状況」では
12 ペアがマッチングされた。マッチング前
（full sample）とマッチング後（matched sam-
ple）における共変量の 2 群の比較を整理した
結果を「産後 4 ヶ月の主観的健康状態」につい
ては表 3、「妊娠・出産期に関連する疾患の罹
患」については表 4、「乳幼児健診の受診状況」
については表 5 に整理した。
「産後 4 ヶ月の主観的健康状態」において、
マッチング前に不健康と健康の間に統計的に有
意な差がみられた共変量のうち「同居・子ど
も」「乳幼児健診の受診状況」「妊娠・出産に関
連する疾患」「年齢」「家事・育児のサポートを
頼める人数」「出産・子育ての心配ごとを相談
できる人数」はマッチング後に有意差が消失し
た。マッチングにより 2 群の同質性が高まった
ことが伺える。
「妊娠・出産期に関連する疾患の罹患」につ
いては、マッチング前に 2 群で統計的な差がみ
られた「同居・実きょうだい」「年齢」でマッ
チング後にその差が消失したが、マッチング前
に 2 群で差がなかった「同居・配偶者」「妊娠
前の仕事」ではマッチング後に差が生じた。
「乳幼児健診の受診状況」についてはマッチ
ング前に 2 群で統計的な差がみられた「心理
的・身体的健康」「年齢」でマッチング後に差
が消失した。
マッチング後に 2 群の同質性が高まったと解
釈できる結果であったため、傾向スコアマッチ
ングによって得られたペアをサンプルとして以
下の分析に用いる。
3.4　傾向スコアマッチングで調整したサンプ
ルを用いた 2 項ロジスティック回帰分析
傾向スコアマッチングで調整したサンプルを
用いて、ニーズ要因がケアサービスの利用に及
ぼす影響を推定した。「産後 4 か月の主観的建
国状態」「妊娠・出産期に関連する疾患の罹患」
「乳幼児健診の受診状況」をそれぞれ説明変
数、「日帰りサービス利用」「宿泊サービス利
用」をそれぞれ目的変数とする 2 項ロジス
ティック回帰分析を行った。多変量ではなく、
2 変量の回帰分析を行ったのは、傾向スコア
経営学論集 第 1 号（創刊号）　2020.3
－ 17 －
表 3　傾向スコアマッチング前後の要約統計量「産後 4 ヶ月の主観的健康状態」
full sample matched dample
変数 グループ 不健康 健康 p 不健康 健康 p
N 489 174 165 165
同居・実父母
同居なし 425（86.9） 148（85.1）
.52
141（85.5） 143（86.7）
.87
同居あり 64（13.1） 26（14.9） 24（14.5） 22（13.3）
同居・義理の父母
同居なし 428（87.5） 151（86.8）
.79
140（84.8） 143（86.7）
.75
同居あり 61（12.5） 23（13.2） 25（15.2） 22（13.3）
同居・実きょうだい
同居なし 471（96.3） 168（96.6）
1.00
157（95.2） 160（97.0）
.57
同居あり 18（3.7） 6（3.4） 8（4.8） 5（3.0）
同居・義理のきょうだい
同居なし 478（97.8） 170（97.7）
1.00
161（97.6） 161（97.6）
1.00
同居あり 11（2.2） 4（2.3） 4（2.4） 4（2.4）
同居・子ども
同居なし 51（10.4） 27（15.5）
.08
25（15.2） 22（13.3）
.75
同居あり 438（89.6） 147（84.5） 140（84.8） 143（86.7）
同居・配偶者
同居なし 59（12.1） 20（11.5）
.89
16（9.7） 17（10.3）
1.00
同居あり 430（87.9） 154（88.5） 149（90.3） 148（89.7）
乳幼児健診の受診状況
その他 483（98.8） 168（96.6）
.09
162（98.2） 160（97.0）
.72
受診なし 6（1.2） 6（3.4） 3（1.8） 5（3.0）
妊娠前の仕事
その他 264（54.0） 104（59.8）
.21
101（61.2） 96（58.2）
.65
正社員 225（46.0） 70（40.2） 64（38.8） 69（41.8）
妊娠・出産期に関連する
疾患の罹患
罹った 103（21.1） 18（10.3）
.00
17（10.3） 18（10.9）
1.00
罹らなかった 386（78.9） 156（89.7） 148（89.7） 147（89.1）
年齢
33.00
［18.00, 47.00］
31.00
［19.00, 44.00］
.01
32.00
［18.00, 45.00］
31.00
［19.00, 44.00］
.77
子ども数
2.00
［1.00, 5.00］
2.00
［1.00, 5.00］
.39
2.00
［1.00, 5.00］
2.00
［1.00, 5.00］
.80
家事・育児のサポートを
頼める人数
2.00
［0.00, 10.00］
3.00
［0.00, 6.00］
.00
3.00
［0.00, 8.00］
3.00
［0.00, 6.00］
1.00
出産・子育ての心配ごと
を相談できる人数
3.00
［0.00, 22.00］
4.00
［1.00, 20.00］
.00
4.00
［0.00, 15.00］
4.00
［1.00, 20.00］
.32
Note（ ）は変数別・グループ別の割合（％）を表す。［ ］は各変数のレンジを表す。
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表 4　傾向スコアマッチング前後の要約統計量「妊娠・出産期に関連する疾患の罹患」
full sample matched sample
変数 グループ 罹った 罹らなかった p 罹った 罹らなかった p
N 121 542 119 119
同居・実父母
同居なし 101（83.5） 472（87.1）
.31
100（84.0） 104（87.4）
.58
同居あり 20（16.5） 70（12.9） 19（16.0） 15（12.6）
同居・義理の父母
同居なし 107（88.4） 472（87.1）
.76
105（88.2） 104（87.4）
1.00
同居あり 14（11.6） 70（12.9） 14（11.8） 15（12.6）
同居・実きょうだい
同居なし 119（98.3） 520（95.9）
0.28
117（98.3） 119（100.0）
.50
同居あり 2（1.7） 22（4.1） 2（1.7） 0（0.0）
同居・義理のきょうだい
同居なし 119（98.3） 529（97.6）
1.00
117（98.3） 118（99.2）
1.00
同居あり 2（1.7） 13（2.4） 2（1.7） 1（0.8）
同居・子ども
同居なし 11（9.1） 67（12.4）
.35
11（9.2） 10（8.4）
1.00
同居あり 110（90.9） 475（87.6） 108（90.8） 109（91.6）
同居・配偶者
同居なし 13（10.7） 66（12.2）
.76
13（10.9） 4（3.4）
0.04
同居あり 108（89.3） 476（87.8） 106（89.1） 115（96.6）
乳幼児健診の受診状況
その他 118（97.5） 533（98.3）
.47
117（98.3） 110（92.4）
.06
受診なし 3（2.5） 9（1.7） 2（1.7） 9（7.6）
妊娠前の仕事
その他 60（49.6） 308（56.8）
.16
58（48.7） 5（4.2）
.00
正社員 61（50.4） 234（43.2） 61（51.3） 114（95.8）
産後 4 か月の主観的健康
状態
不健康 103（85.1） 386（71.2）
.00
101（84.9） 74（62.2）
.00
健康 18（14.9） 156（28.8） 18（15.1） 45（37.8）
年齢
34.00
［22.00, 47.00］
32.00
［18.00, 46.00］
.01
33.00
［22.00, 47.00］
33.00
［23.00, 44.00］
.34
子ども数
2.00
［1.00, 4.00］
2.00
［1.00, 5.00］
.39
2.00
［1.00, 4.00］
2.00
［1.00, 5.00］
.47
家事・育児のサポートを
頼める人数
2.00
［0.00, 6.00］
2.00
［0.00, 10.00］
.00
2.00
［0.00, 6.00］
3.00
［1.00, 8.00］
.00
出産・子育ての心配ごと
を相談できる人数
3.00
［0.00, 20.00］
3.00
［0.00, 22.00］
.00
3.00
［0.00, 20.00］
4.00
［1.00, 10.00］
.00
Note（ ）は変数別・グループ別の割合（％）を表す。［ ］は各変数のレンジを表す。
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表 5　傾向スコアマッチング前後の要約統計量「乳幼児健診の受診状況」
full sample matched sample
変数 グループ その他
受診して
いない
p その他
受診して
いない
p
N 651 12 12 12
同居・実父母
同居なし 563（86.5） 10（83.3）
.67
9（75.0） 10（83.3）
1.00
同居あり 88（13.5） 2（16.7） 3（25.0） 2（16.7）
同居・義理の父母
同居なし 567（87.1） 12（100.0）
.38
12（100.0） 12（100.0）
-
同居あり 84（12.9） 0（0.0）
同居・実きょうだい
同居なし 627（96.3） 12（100.0）
1.00
12（100.0） 12（100.0）
-
同居あり 24（3.7） 0（0.0）
同居・義理のきょうだ
い
同居なし 636（97.7） 12（100.0）
1.00
12（100.0） 12（100.0）
-
同居あり 15（2.3） 0（0.0）
同居・子ども
同居なし 76（11.7） 2（16.7）
.64
0（0.0） 2（16.7）
.48
同居あり 575（88.3） 10（83.3） 12（100.0） 10（83.3）
同居・配偶者
同居なし 79（12.1） 0（0.0）
.38 -
同居あり 572（87.9） 12（100.0） 12（100.0） 12（100.0）
妊娠・出産期に関連す
る疾患の罹患
罹った 118（18.1） 3（25.0）
.46
3（25.0） 3（25.0）
1.00
罹らなかった 533（81.9） 9（75.0） 9（75.0） 9（75.0）
妊娠前の仕事
その他 362（55.6） 6（50.0）
.77
4（33.3） 6（50.0）
.68
正社員 289（44.4） 6（50.0） 8（66.7） 6（50.0）
産後 4 か月の主観的健
康状態
不健康 483（74.2） 6（50.0）
.10
7（58.3） 6（50.0）
1.00
健康 168（25.8） 6（50.0） 5（41.7） 6（50.0）
年齢
32.00
［18.00, 47.00］
30.00
［25.00, 42.00］
.06
31.00
［23.00, 38.00］
30.00
［25.00, 42.00］
.64
子ども数
2.00
［1.00, 5.00］
1.50
［1.00, 4.00］
.81
2.00
［1.00, 4.00］
1.50
［1.00, 4.00］
.46
家事・育児のサポート
を頼める人数
2.00
［0.00, 10.00］
2.50
［1.00, 6.00］
.45
3.00
［1.00, 5.00］
2.50
［1.00, 6.00］
.59
出産・子育ての心配ご
とを相談できる人数
3.00
［0.00, 22.00］
3.50
［1.00, 10.00］
.94
3.00
［1.00, 10.00］
3.50
［1.00, 10.00］
.98
Note（ ）は変数別・グループ別の割合（％）を表す。［ ］は各変数のレンジを表す。
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マッチングによって 2 群の共変量は調整されて
いるとみなされるため、多変量回帰モデルによ
る統計的共変量の調整は不要となったことに基
づいている（星野・岡田、2006）。
表 6 から表 8 に、「産後 4 ヶ月の主観的健康
状態」「妊娠・出産期に関連する疾患の罹患」
「乳幼児健診の受診状況」のそれぞれを説明変
数とする分析の結果を示した。全ての説明変数
が、日帰りサービスと宿泊サービスの両方に対
して統計学的に有意ではなかった。
これらの結果は、ニーズ要因がケアサービス
の利用に影響を与えておらず、援助を必要とし
ている人が産前産後ケアセンターを利用してい
るわけではないことを示している。
4．総合考察
本研究では、統計的共変量調整の問題点（星
野・岡田、2006）を解消するため傾向スコア
マッチングによって背景情報を調整し、複数の
要因について、日帰りおよび宿泊サービスの利
用に対する影響を統計学的に分析した。その結
果、「産後 4 ヶ月の主観的健康状態」「妊娠・出
産期に関連する疾患の罹患」「乳幼児健診の受
診状況」のいずれについても、日帰り・宿泊
サービスの利用の有無との関連は確認されな
表 6　傾向スコアマッチング後の 2 項ロジスティック回帰分析「産後 4 ヶ月の主観的健康
状態」（ペア数＝ 165）
日帰りサービス利用
（1 ＝利用なし、0 ＝利用あり）
宿泊サービス利用
（1 ＝利用なし、0 ＝利用あり）
b SE Z b SE Z
切片 2.98 0.36 8.21 *** 3.47 0.45 7.63 ***
産後 4 か月の主観的健康状態
　　　（0 ＝不健康、1 ＝健康） 0.72 0.62 　  1.15 0.52 0.74 　  0.71
null deviance 103.1 75.3
residual deviance 102.7 74.8
AIC 105.7 78.8
** p<.01, * p<.05, ＋ p<.10
Note b は非標準化偏回帰係数を表す。SE は標準誤差を表す。
表 7　傾向スコアマッチング後の 2 項ロジスティック回帰分析「妊娠・出産期に関連する
疾患の罹患」（ペア数＝ 119）
日帰りサービス利用
（1 ＝利用なし、0 ＝利用あ
り）
宿泊サービス利用
（1 ＝利用なし、0 ＝利用あ
り）
b SE Z b SE Z
切片 3.36 0.51 6.60 *** 2.50 0.35 7.22 ***
妊娠・出産期に関連する疾患の罹患
　　（0 ＝罹った、1 ＝罹らなかった） 1.41 1.13 　 1.25 18.06 1621.34 　 0.01
null deviance 48.5 76.6
residual deviance 46.6 63.8
AIC 50.6 67.8
** p<.01, * p<.05, ＋ p<.10
Note b は非標準化偏回帰係数を表す。SE は標準誤差を表す。
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かった。これら 3 つの要因は Andersen の行動
モデルにおいてニーズ要因とされている。した
がって、本研究の結果は、援助を必要としてい
る人が、ニーズがあるにもかかわらず、産前産
後ケアセンターが提供するサービスを利用して
いない可能性を示唆しており、当センターの利
用に至らない理由の特定や利用者支援策の必要
があることを示している。
支援策を考えるにあたっては、「援助を必要
とする人が利用しない」理由を特定することが
重要である。援助要請に関する研究の文脈にお
いて、身近な他者に援助を要請できない心理的
理由として「母子への悪影響の恐れ（子育てを
非難される、など）」と「関係性に対する懸念
（相談しても理解されない、など）」の 2 つが見
出されている（本田・三銛・八・西澤・新井・
濱口、2009）。また、専門機関に相談できない
理由として「未知の漠然とした抵抗感（どうせ
役に立たない、など）」と「具体的な心配事
（うまく伝える自信がない、など）」の 2 つが見
出されている（本田・三銛・八・西澤・新井・
濱口、2009）。本研究では、ニーズがあっても
産前産後ケアセンターの利用に結びつかないな
い可能性が示されたが、今後の研究では、こう
した理由が利用の妨げになっていないか確認す
る必要がある。
また、当事者の心理的理由を探索することに
加え、集合的・環境的要因に目を配ることも重
要である（小林、2015）。例えば、本田（2013）
によると、定位家族のメンバーと同居している
場合には援助要請を行う傾向が高い（本田、
2013）。Andersen の行動モデルを用いた研究
では、近年、Context と呼ばれる集合的・環境
的要因を追加している（Andersen & David-
son、2007）。家族構成などの集合的・環境的要
因と援助要請行動の関係を検討することで、
ニーズがあるにも関わらず援助要請行動を取っ
ていない人の特性を明らかにし、対象を絞った
政策的アプローチに繋がることが期待される。
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表 8　傾向スコアマッチング後の 2 項ロジスティック回帰分析「乳幼児健診の受診状況」（ペア数＝ 12）
日帰りサービス利用
（1 ＝利用なし、0 ＝利用あり）
宿泊サービス利用
（1 ＝利用なし、0 ＝利用あり）
b SE Z b SE Z
切片 1.61 0.77 2.08 * 1.61 0.77 2.08 *
乳幼児健診の受診状況
　　（0 ＝その他、1 ＝受診していない） 18.96 5118.31 0.00 18.96 5118.31 0.00
null deviance 8.31 13.8
residual deviance 10.9 10.8
AIC 10.9 14.8
** p<.01, * p<.05, ＋ p<.10
Note b は非標準化偏回帰係数を表す。SE は標準誤差を表す。
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山梨県 宿泊型産後ケア事業に関するアンケート
山梨県は子育て支援のため平成 28年 2 月、笛吹市内に産前産後ケアセンターを開設し、宿泊型産後ケア事業（４ヶ月まで
の母子が宿泊してケアを受けられる）を開始しています。今回お母様方にアンケートにお答えいただき、今後のさらなる利用
促進について考えて行きたいと思います。ご協力をお願いいたします。 
得られた情報は、山梨学院ナッジ研究チームの協力の下、個人が特定されない集計値にまとめられます。その上で関係者に
より制度改善のために活用されるとともに、研究データとして学会等で発表され、改善に向けて活用されます。 
（本アンケートについてのご質問：山梨学院ナッジ研究チーム 遠藤清香 ●●-●●-●●［山梨学院短期大学内］） 
Q1. あなたはおいくつですか。 歳
Q2. 現在の状況について、〇をつけてください。（ 妊娠中 ・ 産後 ）
Q3. （妊娠中の方）今回は何人目のご出産ですか。   おおお 人目 
Q4. （妊娠中の方）ご出産予定のお子さまの数を教えてください。 （一人・双子・それ以上）
Q5. （出産後の方）お子様は何人いらっしゃいますか。    おおお 人 
Q6. 現在の家族構成を教えてください（同居している方すべてに〇をつけてください）。 
１．実父母  ２．義理の父母 ３．実きょうだい ４．義理のきょうだい
５．子ども ６．配偶者（内縁含む）７．その他
Q7. （出産後の方）乳幼児健診を受診しましたか。当てはまるものに〇をつけてください。 
１．受診した ２．受診していない ３．これから受診する
Q8. あなたのお仕事についてお尋ねします。 
(ア) 妊娠前について当てはまるもの 1 つに〇をつけてください。
１．正社員 ２．フルタイムの非正規 ３．パートタイムの非正規 ４．雇用なし
(イ) 妊娠の前後について当てはまるもの 1 つに〇をつけてください。
１．妊娠を機に退職 ２．産休・育休中
(ウ) 現在について，当てはまるもの 1 つに〇をつけてください。
１．産休・育休中 ２．職場に復帰 ３．求職中 ４．子育てに専念
妊娠中・出産後間も無くのことについてお尋ねしますよ
Q9. 妊娠中の方は今、出産後の方は出産から産後４ヶ月の期間をまでを思い出して、お答えくだ
さい。あなたの心理的・身体的な健康状態はいかがですか（でしたか）。
５．最高に良い ４．とても良い  ３．良い ２．あまり良くない  １．良くない
Q10. 以下のことで頼れる方はどれくらいいらっしゃいますか。 
(ア) 出産・子育ての心配事を相談できる   っっっっ 人
(イ) 家事・育児のサポートを頼める     っっっっ 人
山梨県における産前産後ケアセンターの利用動向とその規定要因
：アンケート調査の結果を用いた実証分析（石川　勝彦　遠藤　清香　倉澤　一孝）
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Q11. 妊娠中，出産時期に妊娠・出産に伴う疾患にかかりましたか。 
１．かかった ２．かからなかった
Q12. Q11 で「疾患にかかった」方におたずねします。疾患の治療にあたり医療機関を受診し、治
療しましたか。
１．全く受診しなかった ２．受診はしたが治療はしなかった ３．どちらともいえない
４．受診し治療したが、途中で中断するなど十分でなかった ５．受診し、医師の指示通り治療した
〈産前産後ケアセンター（笛吹市）〉についてお尋ねしますよ
Q13. 産前産後ケアセンターを知っていますか。 
１．知っている ２．名前は知っているが内容は知らない ３．全く知らない
Q14. Q13 で「１．知っている」とお答えになられた方にお尋ねします。何で知りましたか。当て
はまるものすべてに〇をつけてください。
１．産前産後ケアセンターのパンフレット ２．産前産後ケアセンターのホームページ
３．新聞・雑誌             ４．テレビ CM      ５．ポスター 
６．県・市町村のホームページや広報 ７．ちびっこぷれす（広報誌） ８．Linkids（広報誌） 
９．市町村役場             １０．医療機関
１１．産前産後ケアセンターの電話相談 １２．家族や友人    １３．子育て支援センター
１４．その他（ ） 
Q15. Q14 で「１．知っている」とお答えになられた方にお尋ねします。いつ知りましたか。 
１．妊娠前   ２．妊娠中 ３．産後
Q16. 産前産後ケアセンターの日帰りサービスをご利用になりましたか。当てはまるもの全てに○
をつけてください。
１．利用していない ２．妊娠中に利用した ３．産後利用した
Q17. 産前産後ケアセンターの宿泊サービスを利用しましたか。 
　　 １．利用していない→Q19 へ 　　   ２．利用した→Q18 へ 
Q18. Q17 で「利用した」方にお尋ねします。利用した理由について、当てはまるものすべてに◯
をつけてください。
１．子育ての不安 ２．育児方法を知りたい ３．自分（母親自身）の休息
４．子育てママとの交流 ５．夫に勧められて ６．親に勧められて
７．保健師に勧められて ８．助産師に勧められて ９．その他（           ）
Q19. Q18 で「利用していない」方にお尋ねします。利用しない理由について、当てはまるものす
べてに○をつけてください。
１．利用の仕方がわからない ２．宿泊の用意など面倒 ３．申請手続きが面倒
４．料金が高い ５．家族の了解が得られない ６．自分が利用対象と気づかない ７．遠方
８．交通手段がない ９．他の行政サービスを受けた 10．その他（
）
